
〇定第 号議案

令 和 元 年 度 愛 媛 県 電 気 事 業 会 計 補 正 予 算 第 号
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令和元年度愛媛県電気事業会計補正予算（第 号）

（総 則）

第 条 令和元年度愛媛県電気事業会計の補正予算（第 号）は、次に定めるところによる。

（収益的支出）

第 条 令和元年度愛媛県電気事業会計予算第 条に定めた収益的支出の予定額を、次のとおり補正する。

支 出

科 目 既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計

第 款 電 気 事 業 費 千円 千円 千円

第 項 営 業 費 用

合 計

令 和 年 月 日 提 出

愛 媛 県 知 事 中 村 時 広
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令 和 元 年 度 愛 媛 県 電 気 事 業 会 計 補 正 予 算 実 施 計 画

 
収 益 的 支 出 

款 項 目 既決予定額 
千円

補正予定額 
千円

計 
千円

備 考 

 電 気 事 業 費    

  営 業 費 用  

  銅山川発電所費  

  肱 川 発 電 所 費  

合 計   
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令和元年度愛媛県電気事業予定キャッシュ・フロー計算書

平成 年 月 日から令和 年 月 日まで

千円

業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 △

減価償却費

長期前受金戻入額 △

受取利息及び受取配当金 △

支払利息

固定資産除却損

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少） △

前払金の増減額（△は増加）

引当金の増減額（△は減少）

小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額 △

業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △

有形固定資産の売却による収入

工事負担金による収入

他会計への貸付による支出 △

投資活動によるキャッシュ・フロー △

財務活動によるキャッシュ・フロー

企業債による収入

企業債の償還による支出 △
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他会計への繰出による支出 △

財務活動によるキャッシュ・フロー △

資金増加額（又は減少額） △

資金期首残高

資金期末残高

令和元年度愛媛県電気事業予定キャッシュ・フロー計算書

平成 年 月 日から令和 年 月 日まで

千円

業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 △

減価償却費

長期前受金戻入額 △

受取利息及び受取配当金 △

支払利息

固定資産除却損

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少） △

前払金の増減額（△は増加）

引当金の増減額（△は減少）

小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額 △

業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △

有形固定資産の売却による収入

工事負担金による収入

他会計への貸付による支出 △

投資活動によるキャッシュ・フロー △

財務活動によるキャッシュ・フロー

企業債による収入

企業債の償還による支出 △
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令和元年度愛媛県電気事業予定貸借対照表（当年度分）

令和 年 月 日

資 産 の 部

円 円 円 円

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

イ 水 力 発 電 設 備

減 価 償 却 累 計 額

ロ 送 電 設 備

減 価 償 却 累 計 額

ハ 業 務 設 備

減 価 償 却 累 計 額

ニ 建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

無 形 固 定 資 産

イ 電 話 加 入 権

無形固定資産合計

投 資

イ 長 期 貸 付 金

投 資 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

負 債 の 部

固 定 負 債

企 業 債

金
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令和元年度愛媛県電気事業予定貸借対照表（当年度分）

令和 年 月 日

資 産 の 部

円 円 円 円

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

イ 水 力 発 電 設 備

減 価 償 却 累 計 額

ロ 送 電 設 備

減 価 償 却 累 計 額

ハ 業 務 設 備

減 価 償 却 累 計 額

ニ 建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

無 形 固 定 資 産

イ 電 話 加 入 権

無形固定資産合計

投 資

イ 長 期 貸 付 金

投 資 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

負 債 の 部

固 定 負 債

企 業 債

金

引 当 金

金イ 退 職 給 付 引 当 金

ロ 修 繕 準 備 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

金引 当 金

金イ 賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

未 払 金

預 り 金

金そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

金収 益 化 累 計 額

金繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資 本 の 部

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

イ 国 庫 補 助 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

イ 中小水力発電開発及
び改良積立金 白

ロ 当年度未処分利益剰
余金
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利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計負 債 資 本 合 計

70



注記

Ⅰ 重要な会計方針

固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

イ 減価償却の方法 定額法による。

ロ 主な耐用年数

建物 年～ 年

構築物 年～ 年

機械及び装置 年～ 年

工具器具及び備品 年～ 年

無形固定資産

イ 減価償却の方法 定額法による。

引当金の計上方法

退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、各年度における退職手当の期末要支給額に相当する金額を計上している。

なお、一般会計が負担すると見込まれる額（当年度 千円、前年度 千円）を除く。

賞与引当金

職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、各年度末における支給見込額に基づき、当該年度の負担に属する額（ 月から 月までの か月分）を計

上している。

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ リース契約により使用する固定資産

リース取引の処理方法

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

当年度（令和 年 月 日）

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計負 債 資 本 合 計
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年内 千円

年超 千円

計 千円

前年度（平成 年 月 日）

年内 千円

年超 千円

計 千円

Ⅲ その他

退職給付引当金の取崩し

当年度において、退職手当として 千円を支給するため、退職給付引当金 千円を取り崩す。

修繕準備引当金の取崩し

前年度において、修繕費として 千円を支出するため、修繕準備引当金 千円を取り崩した。
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〇定第 号議案

令 和 元 年 度 愛 媛 県 工 業 用 水 道 事 業 会 計 補 正 予 算 第 号

年内 千円

年超 千円

計 千円

前年度（平成 年 月 日）

年内 千円

年超 千円

計 千円

Ⅲ その他

退職給付引当金の取崩し

当年度において、退職手当として 千円を支給するため、退職給付引当金 千円を取り崩す。

修繕準備引当金の取崩し

前年度において、修繕費として 千円を支出するため、修繕準備引当金 千円を取り崩した。
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令和元年度愛媛県工業用水道事業会計補正予算（第 号）

（総 則）

第 条 令和元年度愛媛県工業用水道事業会計の補正予算（第 号）は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第 条 令和元年度愛媛県工業用水道事業会計予算（以下「予算」という。）第 条表中主要な建設改良事業「既設給水設備改良工事事業費 千円」を「既設給水

設備改良工事事業費 千円」に改める。

（資本的収入及び支出）

第 条 予算第 条本文括弧書中「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 千円は、損益勘定留保資金 千円」を「資本的収入額が資本的支出額に

対し不足する額 千円は、損益勘定留保資金 千円」に改め、資本的収入及び支出の予定額を、次のとおり補正する。

収 入

科 目 既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計

第 款 資 本 的 収 入 千円 千円 千円

第 項 国 庫 補 助 金

支 出

科 目 既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計

第 款 資 本 的 支 出 千円 千円 千円

第 項 給 水 設 備 費

 

令 和 年 月 日 提 出

愛 媛 県 知 事 中 村 時 広
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令 和 元 年 度 愛 媛 県 工 業 用 水 道 事 業 会 計 補 正 予 算 実 施 計 画

資 本 的 収 入 及 び 支 出 

収 入 

款 項 目 既決予定額 
千円

補正予定額 
千円

計 
千円

備 考 

資 本 的 収 入    

  国 庫 補 助 金   

    国 庫 補 助 金  

支 出 

款 項 目 既決予定額 
千円

補正予定額 
千円

計 
千円

備 考 

 資 本 的 支 出      

  給 水 設 備 費   

    工業用水道管理事
  務所改良費
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令和元年度愛媛県工業用水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

平成 年 月 日から令和 年 月 日まで

千円

業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

長期前受金戻入額 △

受取利息及び受取配当金 △

支払利息

固定資産除却損

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

たな卸資産の増減額（△は増加） △

引当金の増減額（△は減少）

小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額 △

業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △

有形固定資産の売却による収入

受託工事による収入

国庫補助金による収入

国庫補助金返還による支出 △

投資活動によるキャッシュ・フロー △

財務活動によるキャッシュ・フロー

企業債の償還による支出 △
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他会計借入金による収入

予納金の償還による支出 △

財務活動によるキャッシュ・フロー △

資金増加額（又は減少額）

資金期首残高

資金期末残高

令和元年度愛媛県工業用水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

平成 年 月 日から令和 年 月 日まで

千円

業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

長期前受金戻入額 △

受取利息及び受取配当金 △

支払利息

固定資産除却損

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

たな卸資産の増減額（△は増加） △

引当金の増減額（△は減少）

小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額 △

業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △

有形固定資産の売却による収入

受託工事による収入

国庫補助金による収入

国庫補助金返還による支出 △

投資活動によるキャッシュ・フロー △

財務活動によるキャッシュ・フロー

企業債の償還による支出 △
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令和元年度愛媛県工業用水道事業予定貸借対照表（当年度分）

令和 年 月 日

資 産 の 部

円 円 円 円

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

イ 給 水 設 備

減 価 償 却 累 計 額

ロ 業 務 設 備

減 価 償 却 累 計 額

有形固定資産合計

無 形 固 定 資 産

イ 水 利 権

ロ 電 話 加 入 権

無形固定資産合計

固 定 資 産 合 計

土 地 造 成

造 成 土 地

イ 附 帯 事 業

造 成 土 地 合 計

土 地 造 成 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貯 蔵 品

前 払 金

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計
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負 債 の 部

固 定 負 債

企 業 債

他 会 計 借 入 金

金引 当 金

イ 退 職 給 付 引 当 金

ロ 修 繕 準 備 引 当 金

引 当 金 合 計

長 期 前 受 金

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

未 払 金

引 当 金

イ 賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

預 り 金

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資 本 の 部

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

イ 国 庫 補 助 金

令和元年度愛媛県工業用水道事業予定貸借対照表（当年度分）

令和 年 月 日

資 産 の 部

円 円 円 円

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

イ 給 水 設 備

減 価 償 却 累 計 額

ロ 業 務 設 備

減 価 償 却 累 計 額

有形固定資産合計

無 形 固 定 資 産

イ 水 利 権

ロ 電 話 加 入 権

無形固定資産合計

固 定 資 産 合 計

土 地 造 成

造 成 土 地

イ 附 帯 事 業

造 成 土 地 合 計

土 地 造 成 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貯 蔵 品

前 払 金

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計
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ロ その他資本剰余金

資 本 剰 余 金 合 計

欠 損 金

イ 当年度未処理欠損金

欠 損 金 合 計

剰 余 金 合 計 △

資 本 合 計 △

負 債 資 本 合 計
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注記

Ⅰ 重要な会計方針

資産の評価基準及び評価方法

貯 蔵 品 移動平均法による原価法によっている。

造成土地 個別法による低価法によっている。

固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

イ 減価償却の方法 定額法による。

ロ 主な耐用年数

建物 年～ 年

構築物 年～ 年

機械及び装置 年～ 年

工具器具及び備品 年～ 年

無形固定資産

イ 減価償却の方法 定額法による。

引当金の計上方法

退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、各年度における退職手当の期末要支給額に相当する金額を計上している。

なお、一般会計が負担すると見込まれる額（当年度 千円、前年度 千円）を除く。

賞与引当金

職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、各年度末における支給見込額に基づき、当該年度の負担に属する額（ 月から 月までの か月分）を計

上している。

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ セグメント情報

報告セグメントの概要

ロ その他資本剰余金

資 本 剰 余 金 合 計

欠 損 金

イ 当年度未処理欠損金

欠 損 金 合 計

剰 余 金 合 計 △

資 本 合 計 △

負 債 資 本 合 計
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工業用水道事業会計は、松山・松前地区、今治地区及び西条地区で工業用水供給事業、並びに附帯事業として土地造成事業を運営しており、各地区

で運営方針等を決定していることから、これら 地区を報告セグメントとしている。

なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

事 業 区 分 事 業 内 容

松山・松前地区工業用水道事業 松山・松前地区の工業地帯への工業用水の供給

今 治 地 区 工 業 用 水 道 事 業 今治地区の工業地帯への工業用水の供給

西 条 地 区 工 業 用 水 道 事 業 西条地区の工業地帯への工業用水の供給及び附帯事業として壬生川地区土地造成事業

報告セグメントごとの資産等

当年度（平成 年 月 日から令和 年 月 日まで） （単位：千円）

項 目 松山・松前地区 今 治 地 区 西 条 地 区 合 計

セ グ メ ン ト 資 産

セ グ メ ン ト 負 債

そ の 他 の 項 目

有形固定資産及び無形固定資産

の増加額

前年度（平成 年 月 日から平成 年 月 日まで） （単位：千円）

項 目 松山・松前地区 今 治 地 区 西 条 地 区 合 計

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 損 益

経 常 損 益

セ グ メ ン ト 資 産

セ グ メ ン ト 負 債

 

84



工業用水道事業会計は、松山・松前地区、今治地区及び西条地区で工業用水供給事業、並びに附帯事業として土地造成事業を運営しており、各地区

で運営方針等を決定していることから、これら 地区を報告セグメントとしている。

なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

事 業 区 分 事 業 内 容

松山・松前地区工業用水道事業 松山・松前地区の工業地帯への工業用水の供給

今 治 地 区 工 業 用 水 道 事 業 今治地区の工業地帯への工業用水の供給

西 条 地 区 工 業 用 水 道 事 業 西条地区の工業地帯への工業用水の供給及び附帯事業として壬生川地区土地造成事業

報告セグメントごとの資産等

当年度（平成 年 月 日から令和 年 月 日まで） （単位：千円）

項 目 松山・松前地区 今 治 地 区 西 条 地 区 合 計

セ グ メ ン ト 資 産

セ グ メ ン ト 負 債

そ の 他 の 項 目

有形固定資産及び無形固定資産

の増加額

前年度（平成 年 月 日から平成 年 月 日まで） （単位：千円）

項 目 松山・松前地区 今 治 地 区 西 条 地 区 合 計

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 損 益

経 常 損 益

セ グ メ ン ト 資 産

セ グ メ ン ト 負 債

 

 

 
そ の 他 の 項 目

他 会 計 繰 入 金

減 価 償 却 費

有形固定資産及び無形固定資産

の増加額

Ⅲ リース契約により使用する固定資産

リース取引の処理方法

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

当年度（令和 年 月 日）

年内 千円

年超 千円

計 千円

前年度（平成 年 月 日）

年内 千円

年超 千円

計 千円

Ⅳ その他

退職給付引当金の取崩し

前年度において、退職手当として 千円を支給するため、退職給付引当金 千円を取り崩した。
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